
               

一 般 競 争 入 札 公 告 

 
 科学技術・学術政策研究所において、下記のとおり一般競争入札に付します。 
 

１ 競争入札に付する事項 

（１）件  名 ポストドクター等の雇用・進路に関する調査（アンケートの送付、回
収及び分析業務） 

 （２）納入期限 仕様書のとおり 
 （３）履行場所 仕様書のとおり 
 
２ 競争に参加する者に必要な資格  
 （１）文部科学省競争参加資格（全省庁統一資格）において令和４年度に「役務の提供 
   等」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付けされ関東・甲信越地域の競争参加資格を  
   有する者であること。 
 （２）入札関係書類の提出時に、支出負担行為担当官が別に指定する暴力団等に該当し 
   ない旨の誓約書を提出した者であること。但し、支出負担行為担当官が誓約書の提 
   出を要しないと認める場合は、この限りではない。 
 
３ 入札書及び入札書等の提出場所等 
 （１）入札関係書類の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書を交付する場所 

郵便番号 １００－００１３ 
所在地  東京都千代田区霞が関３－２－２中央合同庁舎第７号館東館１６階 
機関名  科学技術・学術政策研究所総務課経理係 
電話番号 ０３－３５８１－２３９２ 
メール  keiyaku@nistep.go.jp 

  （２）入札説明会の日時及び場所 
     随時受付説明（９時３０分～１８時１５分）科学技術・学術政策研究所総務課 
（３）入札書及び入札関係書類の受領期限 
     令和４年１２月２１日（水）１２時００分 
 （４）開札の日時及び場所 
     令和４年１２月２６日（月）１４時００分 
       科学技術・学術政策研究所小会議室（中央合同庁舎第７号館東館１６階） 
 
４ 入札保証金 

 免除する。 
 
５  入札の無効 
 （１）本公告に示した競争参加に必要な資格のない者の提出した入札書、入札者に求め 
   られる義務を履行しない者の提出した入札書、その他文部科学省発注工事請負等契 
   約規則第１１条第１項各号に掲げる入札書は無効とする。 
 （２）２（２）の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反するこ 
   ととなったときは、当該者の入札を無効とする。 
 
６  その他 
 本件の入札に関する必要事項については、入札説明書によるものとする。 
 
                                 以上公告する。 
  令和４年１２月８日 
 
                                         支出負担行為担当官 

科学技術・学術政策研究所所長 
         佐伯 浩治 
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入 札 説 明 書 

 
 科学技術・学術政策研究所において行う「ポストドクター等の雇用・進路に関する調

査（アンケートの送付、回収及び分析業務）」に係るこの入札説明書は、会計法（昭和２
２年法律第３５号）、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」
という。）等の会計法令、文部科学省発注工事請負等契約規則（平成１３年文部科学省訓
令。以下「文部科学省契約規則」という。）、本件調達に係る入札公告のほか、科学技術
・学術政策研究所が発注する調達（物品等の購入、製造若しくは借入又は特定役務）契約
に関し、一般競争に参加しようとする者（以下「競争加入者」という。）が熟知し、かつ、
遵守しなければならない一般的事項を明らかにするものである。 
 
１ 競争入札に付する事項 
     契約書（案）のとおり 
 
２ 競争加入者に必要な資格 
  (１) 予決令第７０条の規定に該当しない者であること。 
    なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得

ている者は、同条中、特別な理由がある場合に該当する。 
  (２) 予決令第７１条の規定に該当しない者であること。 
  (３) 支出負担行為担当官から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 
  (４) 文部科学省所管における物品購入等契約に係る取引停止等の取扱要領（２２文科

会第９４１号会計課長通知）により取引停止の措置を受けている期間中の者でないこ
と。 

  (５) 文部科学省競争参加資格（全省庁統一資格）において令和４年度に「役務の提供
等」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付けされ関東・甲信越地域の競争参加資格を有す
る者であること。 

  (６) 法令等の定めにより許認可を受けて営業を行う必要がある場合にあっては、その
許認可を受けていることを証明した者であること。 

  (７) 公正性かつ無差別性が確保されている場合を除き、本件調達の仕様の策定に直接
関与していない者であること。 

  (８) 本件調達の入札において、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」
（昭和２２年法律第５４号）に違反し、価格又はその他の点に関し、公正な競争を不
法に阻害するために入札を行った者でないこと。 

  (９) 予決令第７３条の規定に基づき、支出負担行為担当官が定める資格を有するもの
であること。  

(１０) 入札書及び入札関係書類の提出時に、支出負担行為担当官が別に指定する暴力団
等に該当しない旨の誓約書を提出した者であること。但し、支出負担行為担当官が誓
約書の提出を要しないと認める場合は、この限りではない。 

 
３ 入札及び開札 
（１）入札説明会は開催しないが、仕様等に関する問い合わせは随時受付ける。 

  (２) 競争加入者又はその代理人は、入札公告、本説明書、契約書（案）、及び文部科
学省契約規則を熟知のうえ入札しなければならない。                   

 (３) 前項の事項その他に関し疑義がある場合は、科学技術・学術政策研究所総務課経
理係に説明を求めることができる。 
ただし、入札後仕様書等についての不知又は不明を理由として異議を申し立てるこ
とはできない。 

 （４）競争加入者又はその代理人は次の各号に掲げる事項を記載した入札書を提出しな
ければならない。 

    ①  競争入札に付される調達件名の表示 
    ②  入札金額 
   ③  競争加入者本人の住所、氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏 
   名）及び押印（外国人の署名を含む。以下同じ。） 
    ④  代理人が入札する場合、競争加入者本人の住所及び氏名（法人の場合は、その名 
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   称又は商号及び代表者の氏名）代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名及 
   び押印 
 (５) 入札書及び入札に係る文書に使用する言語は、日本語に限るものとし、また入札

金額は日本国通貨による表示に限るものとする。 
  (６) 代理人が入札する場合は、委任状を添付しなければならない。 
  (７) 入札書は、封書に入れ密封、かつ、その封皮に氏名（法人の場合は、その名称又

は商号）を表示し、表面には「（調達件名）の入札書在中」と朱書きしなければなら
ない。 

  (８) 競争加入者又はその代理人は、入札書の記載事項を訂正する場合は、当該訂正部
分について押印をしておかなければならない。 

  (９) 競争加入者又はその代理人は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しを
することができない。 

（１０）競争加入者又はその代理人は、入札書を提出するときは、入札公告等において求
められた義務を履行するために必要とする関係書類を併せて提出しなければならない。 

 (１１) 競争加入者又はその代理人が相連合し、又は不穏の挙動をする等の場合で競争入
札を公正に執行することができない状態にあると認めたときは、当該入札を延期し、
又は、これを中止することができる。 

 (１２) 競争加入者又はその代理人の入札金額は、調達案件に要する一切の諸経費を含め
入札金額を見積もるものとする。 

   なお、落札の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の
１０を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１
１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 (１３) 競争加入者又はその代理人は、支払方法等の契約条件を契約書（案）及び文部科
学省契約規則等に基づき十分考慮して入札金額を見積もるものとする。 

 (１４) 入札公告により一般競争（指名競争）参加資格申請書を提出した者が、競争に参
加する者に必要な資格を有すると認められることを条件にあらかじめ入札書を提出し
た場合において、当該者に係る資格審査が開札日時までに終了しないとき又は資格を
有すると認められなかったときは、当該入札書は落札決定の対象としない。なお、開
札日時までに審査を終了することができないおそれがあると認められるときは、あら
かじめその旨を当該申請を行った者に通知する。 

 (１５) 競争加入者又はその代理人は、入札書及び別紙１に掲げる入札関係書類を受領期
限までに、持参または配達記録の残る方法で提出しなければならない。 

   また、一旦受領した書類は返却せず、差し替え及び再提出は認めない。 
①  入札書及び入札関係書類の受領期限 令和４年１２月２１日（水）１２時００

分 
     ② 提出先               科学技術・学術政策研究所総務課経理係 
     ③ 指定する提出書類     別紙１のとおり 
 (１６) 開札の日時場所は下記のとおりとする。 
      令和４年１２月２６日（月）１４時００分 科学技術・学術政策研究所小会議室 
                       （中央合同庁舎第７号館東館１６階） 
 (１７) 開札は、競争加入者又はその代理人が、出席して行うものとする。 
    この場合において、競争加入者又はその代理人が立ち会わないときは、入札執行事務

に関係のない職員を立ち会わせてこれを行う。 
 (１８) 開札会場には、競争加入者又はその代理人並びに入札執行事務に関係のある職員

（以下「入札関係職員」という。）及び(17)の立会い職員以外の者は入場させること
ができない。 

 (１９) 競争加入者又はその代理人は、開札時刻後においては、開札会場に入場すること
ができない。 

 (２０) 競争加入者又はその代理人は、会場に入場しようとするときは入札関係職員の求
めに応じ、身分証明書又は入札権限に関する委任状を提示、又は提出しなければなら
ない。 

 (２１) 競争加入者又はその代理人は、特にやむを得ない事情があると認めた場合のほか
は、開札会場を退場することができない。 
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 (２２) 開札会場において、次の各号の一に該当する者は当該場から退去させる。 
   ①  公正な競争の執行を妨げ又は妨げようとした者 
   ②  公正な価格を害し又は不正の利益を得るための連合をした者 
 (２３) 競争加入者又はその代理人は、本件調達に係る入札について他の競争加入者の代

理人等となることができない。 
 (２４) 開札をした場合において、競争加入者又はその代理人の入札のうち、予定価格の

制限に達した価格の入札がないときは、直ちに再度の入札をする。 
 (２５) ２(１０)の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反するこ

ととなったときは、当該者の入札を無効とする。 
 
４ 入札保証金 
    免除する。 
 
５ 無効の入札書 
    入札書で次の各号の一に該当するものは、これを無効とする。 
  (１) 公告に示した競争に参加するものに必要な資格のない者が提出した入札書 
  (２) 入札者に求められる義務を履行しない者の提出した入札書 
  (３) 調達件名及び入札金額のない入札書 
  (４) 競争加入者本人の氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名）及

び押印のない又は判然としない入札書 
  (５) 代理人が入札する場合は、競争加入者本人の氏名（法人の場合は、その名称又は

商号及び代表者の氏名）並びに、代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名
及び押印のない又は判然としない入札書（競争加入者本人の氏名（法人の場合は、
その名称又は商号及び代表者の氏名）又は代理人であることの表示のない又は判然
としない場合には、正当な代理人であることが代理委任状その他で確認されたもの
を除く。） 

  (６) 調達件名に重大な誤りのある入札書 
  (７) 入札金額の記載が不明確な入札書 
  (８) 入札金額の記載を訂正した入札書 
  (９) 「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（昭和２２年法律第５４

号）に違反し、価格又はその他の点に関し、明らかに公正な競争を不法に阻害した
と認められる者の提出した入札書 

 (１０) その他入札に関する条件に違反した入札書 
 
６ 落札者の決定 
  (１) 公告に示した役務供給を履行できると支出負担行為担当官が判断した入札書を提

出した入札者のうち、予決令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の
範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。ただし、国の
支払の原因となる契約のうち予決令第８４条で定めるものについて、相手方となるべ
き者の申込みに係る価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行が
されないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な
取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、
予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした他の者のうち最低の価格をもっ
て申込みをした者を当該契約の相手方とすることができる。 

  (２) 落札となるべき同価の入札をした者が二人以上あるときは、直ちに当該入札者に
くじを引かせ、落札者を決定するものとする。 

  (３) (２)の同価の入札をした者のうち、出席しない者又はくじを引かない者があると
きは、入札執行事務に関係のない職員にこれに代わってくじを引かせ、落札者を決定
するものとする。 

  (４) 国の所有に属する財産と国以外の者の所有する財産との交換に関する契約その他
その性質又は目的から(１)の規定により難い契約については、(１)の規定にかかわら
ず次の各号に定めるところにより、価格及びその他の条件が国にとって最も有利なも
の（(１)の場合にあっては、次に有利なもの）をもって申込みをした者を契約の相手
方とすることができる。 

  ① 契約担当官等は、国の所有に属する財産と国以外の者の所有する財産との交換に
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関する契約については、それぞれの財産の見積価格の差額が国にとって最も有利な
申込みをした者を落札者とすることができる。 

  ② 契約担当官等は、その性質又は目的から(1)の規定により難い契約で前号に規定
するもの以外のものについては、各省各庁の長が財務大臣に協議して定めるところ
により、価格その他の条件が国にとって最も有利なものをもって申込みをした者を
落札者とすることができる。 

  (５) 落札者が、指定の期日までに契約書の取りかわしをしないときは、落札決定を取
り消すものとする。 

 
７ 契約保証金 
    免除する。 
 
８  契約書の作成 
  (１) 契約書を作成する場合は、まず、その者が契約書の案に記名して押印し、さらに、 
   支出負担行為担当官が当該契約書の案を受けてこれに記名して押印するものとする。 
  (２)(１)の場合において支出負担行為担当官が記名して押印したときは、当該契約書の

１通を契約の相手方に交付又は送付するものとする。 
  (３) 契約書及び契約に係る文書に使用する言語並びに通貨は、日本語及び日本国通貨

に限る。 
  (４) 支出負担行為担当官が契約の相手方とともに契約書を記名して押印しなければ、

本契約は確定しないものとする。 
 （５）本契約の相手方が信用保証協会、中小企業信用保険法施行令第１条の２に規定す

る金融機関、資産の流動化に関する法律第２条第３項に規定する特定目的会社及び
信託業法第２条第２項に規定する信託会社に対して、請負代金債権を譲渡する予定
がある場合には、その者からの申し出により契約書に以下の特約条項を追加するこ
とができる。 

 
第○条 請負者は、次の各号に掲げる者（以下「譲受人」という。）に対して、請負代

金債権を譲渡することができる。 
  一 信用保証協会 
  二 中小企業信用保険法施行令（昭和２５年政令第３５０号）第１条の２に規定す

る金融機関 
  三 資産の流動化に関する法律（平成１０年法律第１０５号）第２条第３項に規定

する特定目的会社 
  四 信託業法（平成１６年法律第１５４号）第２条第２項に規定する信託会社 
 ２ 請負者は、譲受人との請負代金債権の譲渡に関する契約には、譲受人が当該請負

代金債権を他の第三者に譲渡し若しくは質権を設定しその他請負代金債権の帰属並
びに行使を害すべき行為をしてはならない旨の条件を付さなければならない。 

 ３ 発注者は、請負者又は譲受人から第１項の規定に基づく請負代金債権の譲渡に係
る民法（明治２９年法律第８９号）第４６７条又は動産及び債権の譲渡の対抗要件
に関する民法の特例等に関する法律（平成１０年法律第１０４号）第４条第２項に
規定する承諾の依頼を受けたときは、請負代金債権の譲渡を承諾するまでに、請負
者に対して生じた事由をもって譲受人に対抗できることを条件として承諾するもの
とする。 

 ４ 請負者が譲受人に請負代金債権の譲渡を行った場合においては、発注者の行う当
該請負代金債務に係る弁済の効力は、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６
５号）第４２条の２の規定に基づき、当該請負代金に係る支出の決定を同令第１条
第３号に規定するセンター支出官に対して通知したときに生ずるものとする。 

   
９  契約条項 
    契約書（案）及び文部科学省契約規則のとおり 
 
10  入札者に求められる義務 
   競争加入者又はその代理人は、入札公告等において求められた経済上及び技術上の 
  要件について、開札日の前日までに競争加入者の負担において完全な説明をしなけれ 
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  ばならない。 
 
11 その他必要な事項 
 （１）競争加入者若しくはその代理人又は契約の相手方が本件に関して要した費用につ 
   いては、すべて当該競争加入者若しくはその代理人又は当該契約の相手方が負担す 
   るものとする。 
  （２）別紙１で示す「当所の交付する仕様書に基づく提案書及び付属説明資料・カタロ

グ等」については、本件調達仕様書の要求要件をどのように満たすかを要求要件毎
に具体的かつ、わかりやすく必要に応じて資料等を添付するなどして作成すること。 

    なお、内容が要求要件を満たしていないと判断した場合は、落札決定の対象から 
   除外する。 
 
                            
                          入札及び契約に関するお問い合わせ 
              科学技術・学術政策研究所 総務課経理係 
                                      電話 ０３－３５８１－２３９２   FAX  ０３－３５０３－３９９６ 
                                           E-mail keiyaku@nistep.go.jp   
 
                          仕様に関するお問い合わせ 
              科学技術・学術政策研究所 第一調査グループ  
                                          電話 ０３－３５８１－２３９5   FAX  ０３－３５０３－３９９６ 
                                           E-mail keiyaku@nistep.go.jp 
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別紙１ 

令和４年１２月２１日（水）１２時までにご提出願います。 
  持参または配達記録が残る方法 
 
入札関係書類 
１ 競争参加資格の確認の為の書類 
   (１) 令和４年度文部科学省競争参加資格（全省庁統一資格）の認定通知書 
     の写し                          …… １部 
   ※更新等で上記書類が期日までに用意できない場合は、令和４・５・６年度全省庁

統一資格の更新審査を請求していることが分かる書類を用意すること       
                                     

     （２） 支出負担行為担当官が別紙２に指定する暴力団等に該当しない旨の誓約書 
                                                                   …… １部 
２ 業務を履行できることを証明する書類（様式任意） 
      （各提出書類には社名、代表者名） 
    （１） 業務を履行できることの証明書                             …… １部 
                                      
     （２) 当所の交付する仕様書に基づく提案書及び付属説明資料・カタログ等 
                                       …… １部 
 
３  本件仕様書に基づく参考見積書（内訳記載）               …… １部 
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別紙２ 

誓  約  書 
 
  □ 私 
 □ 当社       
は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはあり
ません。 
 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることと
なっても、異議は一切申し立てません。 
 また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。 
 
                                    記 
 
１ 契約の相手方として不適当な者 
 （１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法

人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をい
う。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与
している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する
法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同
じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
であるとき 

 （２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損
害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

 （３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する
など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与してい
るとき 

 （４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するな
どしているとき 

 （５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 
 
２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 
 （１） 暴力的な要求行為を行う者 
 （２） 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 
 （３） 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 
 （４） 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者 
 （５） その他前各号に準ずる行為を行う者 
 
 
      令和   年   月   日 
              住所（又は所在地） 
              社名及び代表者名 
             
 
 
  ※ 個人の場合は生年月日を記載すること。 
 ※ 法人の場合は役員の氏名及び生年月日が明らかとなる資料（別紙参照、押印不要）

を添付すること。 
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(別紙) 
 

役 員 等 名 簿 

 
 
法人（個人）名：               
 

役 職 名 氏  名 フ リ ガ ナ 生 年 月 日 性 別 

   Ｔ 
Ｓ  年  月  日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

   Ｔ 
Ｓ  年  月  日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

   Ｔ 
Ｓ  年  月  日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

   Ｔ 
Ｓ  年  月  日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

   Ｔ 
Ｓ  年  月  日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

   Ｔ 
Ｓ  年  月  日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

   Ｔ 
Ｓ  年  月  日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

   Ｔ 
Ｓ  年  月  日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

   Ｔ 
Ｓ  年  月  日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

   Ｔ 
Ｓ  年  月  日 
Ｈ 

男 
・ 
女 

（注）法人の場合、本様式には、登記事項証明書に記載されている役員全員を記入してください。 

 
※ 当該役員等名簿は例示であるため、「役職名」「氏名（フリガナ）」「生年月日」「性
別」の 項目を網羅していれば、様式は問いません。 
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（競争加入者本人が入札する場合） 
 

入   札   書  
 
 

  件  名 ポストドクター等の雇用・進路に関する調査（アンケートの送付、回収
及び分析業務） 

 
 
 
  入札金額   金           円也 
 
 
 消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず見積もっ
た契約金額の１１０分の１００に相当する金額 
 
 〔参考：消費税及び地方消費税を含んだ金額 金           円〕 
 
 
 文部科学省が定めた製造請負契約基準を熟知し、入札に関する条件を承諾の上、仕様書
に従って上記の金額によって入札します。 
 
 
 令和  年  月  日 
 
 
 支出負担行為担当官 
 科学技術・学術政策研究所長 殿 
 
 
 
              競争加入者 
 

住  所 
会 社 名 
氏  名                                    印 
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（代理人が入札する場合） 

 

入   札   書  
 
 

  件  名 ポストドクター等の雇用・進路に関する調査（アンケートの送付、回収
及び分析業務） 

 
 
 
  入札金額   金           円也 
 
 
 消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず見積もっ
た契約金額の１１０分の１００に相当する金額 
 
 〔参考：消費税及び地方消費税を含んだ金額 金           円〕 
 
 
 文部科学省が定めた製造請負契約基準を熟知し、入札に関する条件を承諾の上、仕様書
に従って上記の金額によって入札します。 
 
 
 令和  年  月  日 
 
 
 支出負担行為担当官 
 科学技術・学術政策研究所長 殿 
 
 
 
              競争加入者 
 

住  所 
               会 社 名 

氏  名 
 
 
                         代 理 人 
 

住  所 
               会 社 名 

氏  名                                   印 
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（復代理人が入札する場合） 

 

入   札   書  
 
 

  件  名 ポストドクター等の雇用・進路に関する調査（アンケートの送付、回収
及び分析業務） 

 
 
 
  入札金額   金           円也 
 
 
 消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず見積もっ
た契約金額の１１０分の１００に相当する金額 
 
 〔参考：消費税及び地方消費税を含んだ金額 金           円〕 
 
 
 文部科学省が定めた製造請負契約基準を熟知し、入札に関する条件を承諾の上、仕様書
に従って上記の金額によって入札します。 
 
 
 令和  年  月  日 
 
 
  支出負担行為担当官 
 科学技術・学術政策研究所長 殿 
 
 
 
              競争加入者 
 

住  所 
               会 社 名 

氏  名 
 
 
                          復 代 理 人 
 

住  所 
               会 社 名 

氏  名                                   印 
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（代理委任状の参考例１：社員等が入札のつど競争加入者の代理人となる場合） 

 

委   任   状 
 
                                                          令和  年  月  日 
 
 
 
  科学技術・学術政策研究所 御中 
 
 
 
                                    委任者（競争加入者） 
 
                                      住  所 
                                      会 社 名 
                                      代表者名          ㊞ 
 
 
  私は、          を代理人と定め、下記の一切の権限を委任します。 
 
 

記 
                   
 令和４年１２月８日公告分の科学技術・学術政策研究所において行われる「ポストドク
ター等の雇用・進路に関する調査（アンケートの送付、回収及び分析業務）」の一般競争
入札に関する件 
 
 
    受任者（代理人）使用印鑑 
 
 

 
 
 
      印 

 

 

 

 
（注）これは参考例（様式及び記載内容）であり、必要に応じ適宜追加・修正等（委任者 
 が任意の様式で作成するものを含む。）があっても差し支えない。 
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（代理委任状の参考例２：支店長等が一定期間競争加入者の代理人となる場合） 

 

委   任   状 

                                                          令和  年  月  日 

 

   科学技術・学術政策研究所 御中 

 

                                 委任者（競争加入者） 

                   住  所 

                                        会 社 名 
                                       代表者名          ㊞ 

 

 私は、下記の者を代理人と定め、科学技術・学術政策研究所との間における下記の一切

の権限を委任します。 

 

                                        記 

 

 受任者（代理人） 住 所 

会社名 

氏 名 

 

  委任事項    １ 入札及び見積りに関する件 

              ２ 契約締結に関する件 

              ３ 入札保証金及び契約保証金の納付及び還付に関する件 

              ４ 契約代金の請求及び受領に関する件 

              ５ 復代理人の選任に関する件 

              ６ ・・・・・・・・・・・・ 

 

  委任期間      令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

  

      受任者（代理人）使用印鑑 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      印 

 

 

 

（注）これは参考例（様式及び記載内容）であり、必要に応じ適宜追加・修正等（委任者 

 が任意の様式で作成するものを含む。）があっても差し支えない。 
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（代理委任状の参考例３：支店等の社員等が入札のつど競争加入者の復代理人となる場

合） 

 

委   任   状 

 

                                                          令和  年  月  日 

 

  科学技術・学術政策研究所 御中 

 

                             委任者（競争加入者の代理人） 

                   住  所 

                                        会 社 名 

                                        氏  名          ㊞ 

 

                   

 私は、     を（競争加入者）の復代理人と定め、下記の一切の権限を委任します。 

 

 

                                     記 

 

 令和４年１２月８日公告分の科学技術・学術政策研究所において行われる「ポストドク
ター等の雇用・進路に関する調査（アンケートの送付、回収及び分析業務）」の一般競争
入札に関する件 

 

 

   受任者（競争加入者の復代理人）使用印鑑 

 

 

 

 

       印 

 

 

 

 

 

（注）１ この場合、競争加入者からの代理委任状（復代理人の選任に関する委任が含ま 

   れていること。）が提出されることが必要である。 

   ２ これは参考例（様式及び記載内容）であり、必要に応じ適宜追加・修正等（委 

   任者が任意の様式で作成するものを含む。）があっても差し支えない。 
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契    約    書（案） 
 
 件  名 ポストドクター等の雇用・進路に関する調査（アンケートの送付、回収及び

分析業務） 
 
 
 契約金額              円也 
 （うち消費税額及び地方消費税額          円） 
 
 消費税額及び地方消費税額は、消費税法第２８条の第１項及び第２９条並びに地方税法
第７２条の８２及び第７２条の８３の規定に基づき、課税対象部分の金額に１１０分の１
０を乗じて得た額である。 
 
 支出負担行為担当官 科学技術・学術政策研究所長 ○○○○（以下「甲」という。）
と株式会社○○○○ 代表取締役 ○○ ○○（以下「乙」という。）との間において、
上記件名について上記契約金額で次の条項により、請負契約を締結するものとする。 
 
（目的） 
第１条 乙は、別添仕様書に基づいて業務を行う。 
（納入等） 
第２条 納入期限は、別添仕様書のとおりとする。 
第３条 利用場所は、別添仕様書のとおりとする。 
（完了届の提出） 
第４条 乙は、業務の完了したときは業務完了届を作成し、甲に提出する。 
（請求） 
第５条 契約代金は、請負完了後１回に支払うものとする。 
第６条 代金の請求書は、官署支出官 科学技術・学術政策研究所総務課長に提出する。 
（保証金） 
第７条 契約保証金は、免除する。 
（機密の保持） 
第８条 乙は、本業務の過程で知り得た一切の秘密を甲の承諾を得ることなく、これを他

に漏らしてはならない。 
  ２ 乙は、本業務に係わる情報を他の情報と明確に区別して、善良な管理者の注意を

もって管理し、本業務以外に使用してはならない。 
（知的財産権） 
第９条 本業務で得られた成果物の著作権等一切の権利は甲に帰属するものとする。 
   ただし、成果物を作成するために乙が開発したツール、本業務のために提供した 
   知的財産の権利及び乙が既に有していた著作権については乙に権利が留保される。 
（個人情報の取扱） 
第 10 条 乙は、契約期間中において知り得た個人情報、その他一切の機密情報を第三者

に提供・開示・漏洩、又は他の目的に利用してはならない。このことはこの契約
の終了後においても同様とする。 

 ２ 乙は、本件業務に従事する乙の従業員との間において、前項の義務を遵守するた
めの秘密保持誓約書を締結する等、秘密保持について必要となる措置をとらなけれ
ばならない。 

第 11 条 乙は、本件業務により知り得た個人情報、その他の機密情報について、本契約
の目的の範囲内でのみ使用するものとし、複製・複写又は改変が必要な場合には、
事前に甲から承諾を得なければならない。 

第 12 条 乙は、個人情報の業務を受けた場合、次に定める個人情報の管理に必要な措置
を講じなければならない。 

 一 個人情報を入力・閲覧・出力できる作業担当者及びコンピュータ端末を限定する
ものとする。 

 二 業務の作業場所は、入退室管理を適切に実施している、物理的に保護された室内
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とする。 
 三 紙媒体・電子データを問わず、個人情報については、厳重な保管管理を実施する

ものとする。 
  四 個人情報の返却にあたっては、書面をもってこれを確認するものとする。 
  五 不要となった個人情報は、再生不可能な状態に完全消去するものとする。 
 ２ 個人情報に関して、情報の改ざん、漏洩等のセキュリティ上の問題が発生した場合、

乙は、速やかに甲に報告するとともに、甲の指示に従い問題解決のための対策を講
じなければならない。 

第 13 条 乙は、本契約の終了後、業務の過程において取得又は作成された資料等、本件
業務により知り得た内部情報の一切について、業務中、業務後を問わず、甲に返
納又は焼却・消去する等適切な措置をとることにより機密を保持すること。 

（私的独占の禁止及び公正取引の確保） 
第 14 条 乙は、本契約に関して、次の各号の一に該当するときは、契約金額の１０分の

１に相当する額を違約金として甲が指定する期日までに支払わなければならない。 
  一 乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。

以下「独占禁止法」という。）第３条又は第１９条の規定に違反し、又は乙が構成
員である事業者団体が同法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委
員会が乙又は乙が構成員である事業者団体に対して、同法第４９条に規定する排除
措置命令又は同法第６２条第１項に規定する納付命令を行い、当該命令が確定した
とき。ただし、乙が同法第１９条の規定に違反した場合であって当該違反行為が同
法第２条第９項の規定に基づく不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示
第１５号）第６項に規定する不当廉売の場合など甲に金銭的損害が生じない行為と
して、乙がこれを証明し、その証明を甲が認めたときは、この限りでない。 

  二 公正取引委員会が、乙に対して独占禁止法第７条の４第７項又は第７条の７第３
項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

  三 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）が刑法（明治４０年法律
第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項
第１号の規定による刑が確定したとき。 

  ２ 乙は、本契約に関して、次の各号の一に該当するときは、請負代金額の１０分の
１に相当する額のほか、請負代金額の１００分の５に相当する額を違約金として甲
が指定する期日までに支払わなければならない。 

  一 前項第１号に規定する確定した納付命令における課徴金について、独占禁止法第
７条の３第２項又は第３項の規定の適用があるとき。 

  二 前項第１号に規定する確定した納付命令若しくは排除措置命令又は同項第３号に
規定する刑に係る確定判決において、乙が違反行為の首謀者であることが明らか
になったとき。 

  三 前項第２号に規定する通知に係る事件において、乙が違反行為の首謀者であるこ
とが明らかになったとき。 

  ３ 乙は、契約の履行を理由として第１項及び第２項の違約金を免れることができな
い。 

  ４ 第１項及び第２項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する
場合において、甲がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

  ５ 乙は、本契約に関して、第１項及び第２項の各号の一に該当することとなった場
合には、速やかに、当該処分等に係る関係書類を甲に提出しなければならない。 

第１５条 甲は、乙が正当な理由なくして第８条から第１３条に規定する各条項に違反し
たときは、本契約を解除することができる。この場合において、甲は乙に対し損
害賠償を請求できるものとし、その額は甲乙間において協議して定めるものとす
る。 

（行為要件に基づく契約解除） 
第１６条 甲は、乙が自ら又は第三者を利用して次の各号の一に該当する行為をした場合

は、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。 
  （１） 暴力的な要求行為 
  （２） 法的な責任を超えた不当な要求行為 
  （３） 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 
  （４） 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為 
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  （５） その他前各号に準ずる行為 
（損害賠償） 
第１７条 甲は、前条の規定により本契約を解除した場合は、これにより乙に生じた損害

について、何ら賠償ないし補償することは要しない。 
  ２ 乙は、甲が前条の規定により本契約を解除した場合においては、請負代金額の１

０分の１に相当する額を違約金として甲が指定する期間内に支払わなければならな
い。 

  ３ 前項の場合において、契約保証金の納付（又はこれに代わる担保の提供）が行わ
れているときは、甲は、当該契約保証金（又は担保）をもって違約金に充当するこ
とができる。 

（不当介入に関する通報・報告） 
第１８条 乙は、自ら又は下請負人等（下請負人（下請が数次にわたるときは、すべての

下請負人を含む。）、受任者（再委任以降のすべての受任者を含む。）及び下請
負人若しくは受任者が当該契約に関して個別に契約する場合の当該契約の相手方
をいう。以下同じ。）が、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼうゴロ等
の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」とい
う。）を受けた場合はこれを拒否し、速やかに不当介入の事実を甲に報告すると
ともに、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うものとする。 

（裁判管轄） 
第１９条 本契約に関する訴えの管轄は、東京地方裁判所とする。（その他） 
第２０条 本契約について必要な細目は、文部科学省が定めた製造請負契約基準によるも

のとする。 
第２１条 本契約について、甲乙間に紛争を生じたときは、甲乙間において協議して、こ

れを解決するものとする。 
第２２条 本契約に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、甲乙間に

おいて協議して定めるものとする。 
 
 
 
  上記契約の成立を証するため、甲乙は次に記名し、印を押すものとする。 
 この契約書は２通作成し、双方で１通を所持するものとする。 
 
 
 令和４年 月 日 
 
 
 
              甲 東京都千代田区霞が関三丁目２番２号 

支出負担行為担当官 
科学技術・学術政策研究所長 ○○ ○○ 

 
 
 
                        乙 【住所】 

【社名】 
【役職】【代表者名】                
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仕   様   書（案） 

 

1．本調査の題目 

ポストドクター等の雇用・進路に関する調査（アンケートの送付、回収及び分析業務） 

 

２．本調査の目的 

文部科学省 科学技術・学術政策研究所（以下、NISTEP という）では、大学や大学院

等の科学技術イノベーション人材の育成や研究者の国際移動を含むキャリアパスの実態

等を調査し、我が国の科学技術イノベーションの推進や学術の活動を支える人材を巡る

諸課題の解明と分析に取り組んでいる。 

本調査は、我が国の大学・公的研究機関において研究に従事しているポストドクター

等の雇用および進路状況を把握することにより、若手研究者を取り巻く課題を分析し、

今後の研究人材の育成や支援に関する施策の検討に資することを目的として 3 年毎に実

施されている。 

本仕様書は、本年度に NISTEP が実施するポストドクター等の雇用・進路に関する調

査（2021 年度実績）に係るアンケートの送付、回収及び分析業務について、受注者が熟

知し、かつ遵守しなければならない事項を以下のとおり定めるものである。 

 

３．業務の内容 

  受注者は，上記の目的を達成するため，以下の（３－１）～（３－３）を実施すること。なお，業

務の実施にあたっては，必要に応じて NISTEP 担当者と対面での打合せを行い，業務の進捗報

告等を行うこと。また，不明な点や判断を要する状況が生じた場合には，NISTEP 担当者の指示

を仰ぐこと。  

なお、本調査における調査対象機関数は、日本国内の大学（短期大学を除く）、大学共同利

用機関、国立試験研究機関、公設試験研究機関、研究開発法人（合計約 1,200 機関）、対象

機関に所属するポストドクターの母集団は約 16, 000 人である。 

   

（３－１）調査設計書の提出 

① 受注者は、以下の書類を契約締結後１週間以内に NISTEP に提出し、承認

を得たうえで、調査対象機関へ調査の依頼を開始すること。 

提出書類：調査設計書(*) 

          (*)「調査設計書」は、調査スケジュール、NISTEP との連絡体制

等、受注者が実施する調査業務の全体像が分かる書類。 

（３－２）調査対象機関への依頼 

① 受注者は、NISTEP が用意し受注者に提供する調査票、調査対象機関リスト（宛

先メールアドレス付き）を元に、原則としてメールで（何らかの事情でメールを受け

取れない場合のみ郵送）当該機関あて調査の依頼を行う。 
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（３－３）調査票の回収、データ構築 

① 調査対象機関は、依頼メール（又は、依頼状）に記載する NISTEP ウェブサイトか

ら調査票をダウンロードして回答し、受注者宛にメール（又は、郵送）にて送付す

ることとする。 

② 受注者は、連絡、回答のない調査対象機関に対しては、送付時の調査対象機関

の担当者あてに督促を行う。 

③ 受注者は、回収したデータのクリーニングを行い、必要に応じて不明な点を回答

機関へ問い合わせを行い、修正を行う。 

④ 受注者は、調査による回答情報を統計処理が可能なように数値化し、１個人１行

の.CSV データを構築する。 

⑤ 受注者は、回収したデータを集計し、実施状況、回答状況等について、NISTEP

担当者に適宜報告する。 

４．本調査の実施期間 

  契約日から令和５年３月３１日 

 

５．成果物 

 業務の成果物を以下のとおり提出すること。 

 

（３－１）（３－２）の調査設計書、調査票、依頼文、［電子媒体１］ 

       

（３－３）のデータの集計結果［電子媒体 1］ 

   

 

６．納入場所 

東京都千代田区霞が関 3－2－2 中央合同庁舎第７号館 東館 16 階 

文部科学省科学技術・学術政策研究所 第１調査研究グループ 

 

７．応札者に求める要求要件 

 

（７－１）関連調査業務の経験 

 

① 数千規模以上の調査で、研究人材または一般卒業者等の進路に関する web 調

査の委託・請負経験を有する担当者が、本調査の実質的構成員として含まれる

こと。（本調査におけるポストドクターの母集団は 16, 000 人程度）。 

 

②  データ集計の際に必要な基本的統計手法に関する知識を有すること。 
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（７－２）情報セキュリティを確保する体制を有する根拠 

① 受注者は、プライバシーマーク、ISMS 認証、TRUSTe マークの少なくと

もいずれか一つの認証を受けていること。 

８．無償貸付を行う資料 

NISTEP は、受注者に対して、必要に応じ、以下の資料の無償貸付を行う。 

 

（１） 文部科学省科学技術・学術政策研究所第１調査研究グループ 科学技術・学術政

策局人材政策課「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査」（2018 年度実績）。 

 

（上記資料は、NISTEP web サイト 

 「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査(2018 年度実績)［調査資料-304］の

公表について」 https://www.nistep.go.jp/archives/46910 でも閲覧可。） 

 

９．守秘義務 

受注者は、本調査の実施で知り得た情報を如何なる者にも漏洩してはならない。受注

者は、本調査に係わる情報を他の情報と明確に区別して、善良な管理者の注意をもって

管理し、本調査以外に使用してはならない。 

 

１０．その他 

この仕様書に記載されていない事項、または本仕様書について疑義が生じた場合は、

科学技術・学術政策研究所と適宜協議を行うものとする。 

 

https://www.nistep.go.jp/archives/46910
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814

815
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824

825

826

827

828

829

830

831

832

833

834

835

836

837

838

839

840

841
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847

848

849
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851
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876
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891
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907
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3. 性別 9. 所属・21. 所属 19. 在籍状況
男性 1 1 変更なし 1
女性 2 2 同一機関内でポストドクター等として雇用財源・研究室を変更 2

11 3 同一機関内で職階・職種を変更（ポストドクター等以外の職） 3
4. 国籍・地域別・10. 所在・22. 所在 12 4 当該機関を転出 4

日本 10 13 5 不詳・死亡 9
北・中・南米 14 6
　　アメリカ合衆国 21 15 7 21. 転出・異動後の職業
　　カナダ 22 16 8 研究・開発職
　　ブラジル 23 19 9 　　ポストドクター等　※1 11
欧州（ヨーロッパ） 10
　　フランス 31 21 11 　　　　助教・助手 12
　　ロシア 32 22 12 　　　　講師 13
　　ドイツ 33 29 13 　　　　准教授 14
　　イギリス 34 30 14 　　　　教授 15
アジア 40 　　　　職階不明 19

　　中国 41 50 競争的研究費
（直接経費）

　　大学教員以外の研究・開発職（ポストドクター等を除く）

　　台湾 42 60 内閣府関連の競争的研究費 　　　　研究・開発グループ・リーダー、主任研究員（相当） 21
　　韓国 43 70 健康・医療分野におけるムーンショット型研究開発事業 1 　　　　上記以外の研究・開発者（ポストドクター等を除く） 22
　　タイ 44 80 　　　ワクチン・新規モダリティ研究開発事業【AMED】 2 　　派遣型研究・開発者（登録型、常用型）　※10 23
　　インドネシア 45 90 　　　その他の内閣府関連の競争的研究費 3 　　研究補助者・技能者など（技官など）　※2 24
　　ベトナム 46 99 総務省関連の競争的研究費 4 　　その他の研究・開発職（分類不能を含む） 25
　　バングラデシュ 47 文部科学省関連の競争的研究費 非研究・開発職
　　マレーシア 48 科学研究費助成事業【JSPS】 5 　　教育関係職

　　インド 49 数学 101 戦略的創造研究推進事業【JST、AMED】 6 　　　　教員（幼稚園・特別支援学校・小学校・中学校・高等学校） 31
オセアニア 情報科学 102 創発的研究支援事業【JST】 7 　　　　その他の教育職（塾・予備校講師など） 32
　　オーストラリア 51 物理 103 ムーンショット型研究開発事業【JST】 8 　　　　上記以外の教育関係職（教育支援・カウンセラーなど）・分類不能な教 33
アフリカ 化学 104 経済安全保障重要技術育成プログラム【JST】 9 　　専門知識を要する職業

　　エジプト 61 生物 105 ワクチン開発のための世界トップレベル研究開発拠点
の形成

10 　　　　医師、歯科医師、獣医師、薬剤師 41

中近東 地学 106 【AMED】 　　　　知的財産関連職（弁護士、弁理士など） ※11 42
　　イラン 71 その他（分類不能を含む） 109 その他の文部科学省関連の競争的研究費 11 　　　　産学連携コーディネーター ※12 43
上記以外の国・地域別（セルに直接記入してください） 機械・船舶 201 厚生労働省関連の競争的研究費 12 　　　　リサーチ・アドミニストレータ―  ※13 44
不明 99 電気・通信 202 農林水産省関連の競争的研究費 13 　　　　科学技術コミュニケーター（科学記者、学芸員など） ※14 45

土木・建築 203 経済産業省関連の競争的研究費 　　　　その他の専門知識を要する非研究・開発職 46

7. 博士号の有無 応用化学 204 ポスト5G情報通信システム基盤強化研究開発事業
【NEDO】

14 　　公務員（教育関係職、専門知識を要する職を除く） 47

博士号あり（国内機関より授与） 1 応用理学 205 グリーンイノベーション基金事業【NEDO】 15 　　起業（ベンチャーなど） 48
博士号あり（国外機関より授与） 2 原子力 206 ムーンショット型研究開発事業【NEDO】 16 　　その他の非研究・開発職（事務職など）、分類不能な職業 49
博士号なし（満期退学） 3 材料 207 経済安全保障重要技術育成プログラム【NEDO】 17 その他

繊維 208 創薬ベンチャーエコシステム強化事業【AMED】 18 　　学生 50
8. 採用前の職業 航空 209 その他の経済産業省関連の競争的研究費 19 　　専業主夫・婦 60

学生 経営工学 210 国土交通省関連の競争的研究費 20 　　無職（専業主夫・婦を除く） 70
　　博士課程学生（自機関の博士課程出身者） 11 その他（分類不能を含む） 299 環境省関連の競争的研究費 21 不明 99
　　博士課程学生（他機関の博士課程出身者） 12 農学 301 防衛省関連の競争的研究費 22
　　上記以外の学生（分類不能を含む） 13 農芸化学 302 競争的研究費以外の外部資金 23. 任期
研究・開発職 農業工学 303 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP） 23 あり
　　ポストドクター等　※1 21 農業経済 304 革新的研究開発プログラム（ImPACT） 24 　　テニュアトラック※15 1
　　大学教員（高専、短大、大学共同利用機
関を含む）

22 林学 305 世界トップレベル研究拠点プログラム(WPI) 25 　　テニュアトラック以外で任期あり（テニュアトラックかどうか不明を含む） 2

　　その他の研究・開発職（分類不能を含む） 23 林産学 306 科学技術人材育成費補助金 26 なし 3
　　研究補助者・技能者など（技官など）　※2 24 獣医・畜産 307 博士課程教育リーディングプログラム 27 非該当（学生・無職など） 8
非研究・開発職 水産 308 上記以外の政府からの外部資金 28 不明 9
　　教員（幼稚園・特別支援学校・小学校・中学 31 その他（分類不能を含む） 309 政府以外からの外部資金（民間企業・財団等） 29
　　教員以外の非研究・開発職　※3 32 医学 401 運営費交付金、私学助成、その他の自主財源 30
その他分類不能な職 40 歯学 402 間接経費
無職（専業主夫・婦を含む） 50 薬学 403 雇用関係なし（フェローシップ等） 31
不明 99 看護 404 日本学術振興会特別研究員 32

その他（分類不能を含む） 409 日本学術振興会外国人特別研究員 33
文学 501 その他のフェローシップ等 34
史学 502 その他（主な雇用財源が判別できない） 35
哲学 503
その他（分類不能を含む） 509
法学・政治 511
商学・経済 512
社会学 513
その他（分類不能を含む） 519
心理学 601
家政 602
教育 603
芸術・その他 609

999

1
2
9

負担している 1
負担していない 2

16. 任期の長さ・17．契約可能な最長期間
1年未満 1
1年 2
1年を超え2年以下 3
2年を超え3年以下 4
3年を超え4年以下 5
4年を超え5年以下 6
5年を超え6年以下 7
6年を超え7年以下 8
7年を超え8年以下 9
8年を超え9年以下 10
9年を超え10年以下 11
雇用関係なし 12
不明 99

コード表一覧

　　　　高専・短大

官公庁 ※6

　　　　上記以外の教育機関（分類不能を含む）
　　　　私立大学相当（附属病院を含む）

　　　　国立大学法人（附属病院を含む）
　　国内の教育機関
教育機関 50万円未満

18.給与水準

50-100万円未満
100-200万円未満

　　　　公立大学（附属病院を含む）
　　　　私立大学（附属病院を含む）
　　　　大学共同利用機関

公的研究機関 ※5

非営利団体（公益法人、NPO法人、医療法人など）

民間企業（起業、自営業を含む）

　　　　上記以外の教育機関（塾・予備校など） ※4
　　国外の教育機関
　　　　国立・公立大学相当（附属病院を含む）

　　　　幼稚園・特別支援学校・小学校・中学校・高等学校

不明
無所属（無職、専業主夫・婦など）
その他の機関（分類不能な機関を含む）
国際機関

不明

11. 分野  ※7　

理学

工学

保健

農学

その他

社会

人文

700-800万円未満
800-900万円未満
900-1000万円未満
1000-1200万円未満
1200-1500万円未満

200-300万円未満
300-400万円未満
400-500万円未満
500-600万円未満
600-700万円未満

14. 機関負担の社会保険（共済・厚生年金、健康保険）加入状況

　　大学教員（高専、短大、大学共同利用機関を含む）（ポストドクター等を除く）

12. 在籍研究室の企業との共同・受託研究の実績　※8
民間企業との共同・受託研究契約あり
民間企業との共同・受託研究契約なし
不明

1500万円以上

※1 博士の学位を取得した者又は所定の単位を修得の上博士課程を退学した者（いわゆ

る「満期退学者」）のうち，任期付で採用されている者で，①大学や大学共同利用機関で研

究業務に従事している者であって，教授・准教授・助教・助手等の学校教育法第92条に基

づく教育・研究に従事する職にない者，又は，②独立行政法人等の公的研究機関（国立試

験研究機関，公的試験研究機関を含む。）において研究業務に従事している者のうち，所

属する研究グループのリーダー・主任研究員等の管理的な職にない者をいう。

※2 「研究補助者・技能者など」とは、研究業務に従事する者のうち、研究者を除く研究補

助者、技能者及び研究事務その他の関係者を指します。分類は、総務省「科学技術研究

調査報告」の「研究関係従業者」の定義に従います。（研究補助者： 研究者を補佐し、そ

の指導に従って研究関係業務に従事する者； 技能者： 研究補助者以外の者で、研究者、

研究補助者の指導及び監督の下に研究に付随する技術的サービスを行う者；研究事務そ

の他の関係者： 研究関係業務のうち庶務、会計、雑務等に従事する者）

※3 非研究・開発職に含まれる職業は、コード表「19.転出・異動後の職業」の例示を参照し

てください。

※4 博物館、大学校、専修学校、塾等を含みます。

※5 研究開発法人、特殊法人、国立試験研究機関、公設試験研究機関を意味します。

※6 国又は地方公共団体の機関のうち，中央官庁及び都道府県庁など本来の立法事務、

司法事務及び行政事務を行う官公署を指します。

※7 「分野」コードは、総務省「科学技術研究調査報告」の大学等における「研究本務者の

専門別」分類に従います。

※8 2018年度内の所属研究室における、民間企業との共同研究または委託研究契約実績

の有無をお答えください。

※9 2018年度内のポストドクター等としての主な雇用財源を選択してください。なお、複数

財源による雇用で、主要な財源が判別できない場合は、「70.その他（主な雇用財源が判別

できない）」を選択してください。

※10 派遣先で労働サービスを提供する雇用形態（労働者派遣）であり、研究・開発活動に

従事することを前提とする場合に限ります。

※11 弁護士、弁理士、特許審査官（補）、大学・公的研究機関・企業等の知的財産部門担

当者などを指します。

※12 大学等において優れた研究成果の発掘や企業・地域との共同研究・事業のコーディ

ネート等を専門とする職業を指します。

※13 研究者とともに研究活動の企画・マネジメント、研究成果活用促進を行うことにより、

研究者の研究活動の活性化や研究開発マネジメントの強化等を支える業務に従事する人

材を指します。例えば、研究者とともに行う研究プロジェクトの企画、研究計画等に関する

関係法令等対応状況の精査、研究プロジェクト案についての提案・交渉、研究プロジェクト

の会計・財務・設備管理、研究プロジェクトの進捗管理、特許申請等研究成果のまとめ・活

用促進などの業務が考えられます。

※14 科学技術系研究者をはじめとする専門家と国民一般とを結ぶ役割を果たす職業を指

します。例えば、科学記者、サイエンスライター、科学館・博物館関係者、大学・研究機関・
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